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「内部化」理論の方向性
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　1980年代という時期は多国籍企業に関する諸現象がますます広汎に広がり
複雑化した時期であると言える。例えば1980年代の多国籍企業を特徴づける
ものとして次のような現象があげられている。①日米欧多国籍企業の比重の
変化，即ち，米国系多国籍企業の比重の相対的「後退」，日本企業の多国籍化
の進展，など，②①とも関連することであるが，直接投資受け入れ国として
の米国の比重の増大，③企業活動の多国籍化形態の多様化，具体的には様々
なタイプの企業間国際提携（技術開発，原材料・中間財購入，生産，販売な
ど企業活動のあらゆる面にわたる）や国際M＆Aなど，④サービス業におけ
る多国籍企業の台頭，等々（1），である。
　ところで，言うまでもなく多国籍企業論とは企業組織が国民経済を越えて
広がった場合に生じる現象がそれ自体として特殊なものであることを立証す
ると同時にその特殊な現象を実証的・理論的に説明することが本来的な課題
である。多国籍企業論の最：低限の課題とは，一言するならば，企業内国際分
業が持つ特殊性の分析ということになる。つまり多国籍企業という組織体を
通過した場合，世界市場という特殊な場における様々な取引がどのように変
容するのかを説明することが最低限の課題であると言えよう。それでは，
1980年代に企業内国際分業がどのような特徴を持ち，それが従来の企業内国
際分業とどのような異同点を持つものなのか，これが筆者の当面の素朴な問
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題意識である。そこで多国籍企業に関する様々な学説が1980年代の多国i籍企
業をどのように把握しているか，またどこまで把握し得ているのかを検討・
整理することとしたい。その際のポイントは，まず，現実の企業内国際分業
を企業の内部から規定している企業戦略および企業組織を説明する理論的枠
組みを持っているかどうか，という点である。例えば，近年，日本でも国際
経営論あるいは多国籍経営論が急速に台頭しているが，このことが意味して
いることは（日本企業の急速な多国籍化という特殊事情を除いても），単に
実務的な要請に対応したものであるだけでなく，従来の多国籍企業論が企業
内国際分業の現実的姿を把握する際に，企業戦略およびそれを支えている企
業組織について理論的に分析し語ることが少なすぎたということではないだ
ろうか②。第二のポイントとして多国籍企業がその活動を規定されまたその
活動によって変容させていく世界市場という場の特殊性を把握する枠組みお
よび理論装置があるかどうか，である。この点をおろそかにするならば多国
籍企業論は単なる企業論の応用に過ぎなくなってしまうだろう。
　本研究ノートは上記の試みの一部として，まず多国籍企業論のきわめて有
力な議論の一つであるReading学派の「内部化」理論を取り上げる。とくに
Reading学派の「内部化」理論の中でもっとも洗練された議論を行っている
と思われるBuckleyとCassonの所説を中心にその特徴および方向性を検討
することとする。したがって，WilliamsonやTeeceといった取引費用学派
の「内部化」理論は直接の対象とはなっていない（3）。しかしながら本論の中
で明かとなるように，この作業によって多国籍企業の「内部化」理論全体の
問題点が僅かながらも浮き彫りにされることとなろう。
　念のため，本研究ノートに関して予め次の二つの点について確認しておこ
う。まず第一に，筆者は必ずしも「内部化」理論の信奉者あるいは支持者で
はないこと，さらに言えば，漠然としてではあれ理論的には，「内部化」理論
に対してきわめて懐疑的・批判的な立場をとっていることである。したがっ
て本研究ノートを作成するという作業は批判対象を可能なかぎり内在的に検
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刑するという消極的な意味をもつものでしかない。第二に，第一の点からも
分かるように，また本研究ノートを一瞥すれば分かるように，本研究ノート
は筆者独自の理論的構築物あるいは新しい実証的結果を提示するものではな
い。Reading学派の「内部化」理論を筆者なりの一つの視角から整理したも
のにすぎない。その意味においてこの文章は全くの「研究ノート」である。
1．「内部化」概念
　周知のように「内部化」理論は「市場の不完全性」という前提を採用す
る。現実の「外部」市場は価格理論で仮定されているような完全なものでは
ない。たとえば，BuckleyとCassonの言う市場の不完全性の基本的特徴と
は，①情報の偏在，②取引主体が少数の場合における機会主義の存在，③不
確実性の存在，および④国家による介入，というものである（4）。この市場の
不完全性の諸特徴に対応して様々な取引費用が生じる。例えば，①からは知
的資産市場の成立のしにくさ，②からは契約締結の困難さ，③からは売り手
と買い手のミスマッチ，④からは国家による取引への介入から生じる企業活
動価値の評価費用，がもたらされることとなる（5）。
　これらの取引費用についての詳しい説明は省略するとして，ここでは次の
二点を確認しておくこととしよう。まず第一点としてBuckleyとCassonが
市場の不完全性をまず市場一般の不完全性と捉え，その後に特殊な要因とし
て世界市場における市場の不完全性＝距離的な問題と複数の国家主権間をま
たぐことによって発生する国家との関係という要因，を追加しているに過ぎ
ないこと，つまり市場の不完全性から生じる取引費用を，まず市場一般に見
られる取引費用を考えた上で特殊市場としての世界市場に特有の問題を追加
的に考察しているに過ぎないこと⑥，第二点として情報の偏在，不確実性の
存在，国家の介入といった市場の不完全性は基本的に情報に関するものであ
り情報の不均等性によって強く規定されていること，である。
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　それではReading学派の多国籍企業論で問題とな：る取引費用は一体どこ
で発生するのか。それは各生産拠点間での中間財取引において発生するもの
とされる。というのもReading学派の「内部化」理論はあくまでも多国籍企
業論なので経済の行為者一般の取引全てを対象とするわけではないからであ
る。例えば，雇用者と被雇用者との一般的取引関係を分析の対象とするよう
なことはなく，立地点が異なる生産拠点の間での取引を対象とする傾向が強
い。この点においてReading学派の「内部化」理論は取引費用学派のそれと
は根本的に異なる（7）。
　さて先述したように市場が不完全であるため，中間生産物，とりわけ情報
の所有権が移転されると，即ち，外部市場で取引されると移転費用がかかる
が，中間生産物市場を企業の中に内部化すると移転費用が削減される。した
がって，より効率的な資源配分の仕方として企業が存在することとなり，こ
れが企業の論理的根拠とされる⑧。つまり，非効率な「外部j市場取引をより
効率的な「内部」市場取引へと転換するのである。これがいわゆる「内部
化」といわれるものであり，企業内部に想像上の「市場」，シャドウ・プライ
スによる取引の場，を創ることによって資源の最適配分が達成されることと
なる⑨。
　その際，「外部」市場と「内部」市場という言葉には少なくとも次の三つの
意味が込められていると考えられる。まず第一に，取引の場所，即ち，企業
組織の外部か内部か，の違いである。この場合，「内部化」とは単に取引の場
が企業の外部から内部に移っただけで取引の仕方は同一である（10）。第二に，
必ずしも明示的ではないが，経済活動の行為者の間で行われる諸取引を規制
する原理の違い，つまり，対等の行為者間での交換か上下関係を持つ行為者
間での取引か，である。BuckleyやCassonの言葉を借りるならば，価格付
けが「協議」（通常の市場＝外部市場における取引は対等の行為者間での「協
議」によって行われる）によるかトップ・ダウン的な「命令」によるか，あ
るいは少なくとも両者のどちらかを選択できるという選択の幅の違い，でも
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ある（11）。第三に，「内部化」理論においては外部市場は情報が「偏在」してい
るために不完全であり，したがって取引費用がかかるという論理から考える
と，BuckelyとCassonのいう「内部化」とは外部市場では「偏在」してい
る情報を企業組織内部では「遍在」させることを意味している（12）。
　次に「内部化」と企業成長との関連をみてみよう。
　「内部化」するかどうかの決定因は，簡単に言うならば，外部市場の効率
性を内部市場の効率性が上回っているかどうか，言い換えるならば，外部市
場における取引費用の方が内部化費用よりも高いかどうか，である。内部化
費用は，経営上の自発性の喪失，内部化された市場規模の非効率さ，大量の
情報獲得，受け入れ国による収用の危険，から生じるものである（13）。企業は
先述した取引費用とこの内部化費用とを比較して取引費用＝内部化費用，の
点まで成長することになる（14）。Buckleyによれば「内部化」理論には次の冒
し難い二つの基本公理がある。即ち，①「企業は自らの活動を費用最小地点
に立地する」と，②「企業は内部化することによって生じる利益と費用とが
等しくなる点まで，市場を内部化し成長する」（15）というものである。この二
つの公理をもとに中間財のタイプの違いを組み合わせていくことによって
「内部化」理論は具体性を帯び，したがって検証可能なものとなってい
く（16）。例えば，Cassonは中間財が無形資産の場合はモデルとして多工場企
業（multip王ant　company）カミ想定され，情報の保護を目的として「内部化」
が行われるが，その際に国境を越えて中間財市場を内部化している企業が水
平統合的多国籍企業ということになる。また中間財が有形資産の場合はモデ
ルとして多段階生産過程保持型企業が想定され，近接上流／下流部門との問
の取引費用の発生（品質管理など）を回避するために「内部化」が行われる
が，その際に近接部門の統合が国境を越えて行われた場合，その企業は垂直
統合的多国籍企業ということになる（17）。
　このようにみでくるとBuckleyとCassonの「内部化」理論は基本的には
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企業一般のモデルがまず最初に提示され，その後にこのモデルを企業が国境
を越えて活動をしたケースに適用していくというスタイルをとっていること
が分かる。彼らはWilliamson達の取引費用学派の「内部化」理論を一国規模
の企業モデルであり，企業のもっとも成長した姿としての多国籍企業を原型
としたReading学派の「内部化モデル」の方がより一般性を持つと主張して
いるが㈹，彼らの主観的な意図がどうあれ，彼らのモデルが「多国籍」企業
論であらねぽならない必然性はかなり後退しているように思われる。この点
については最後にまたふれることとしよう。
皿．「内部化」理論における「企業」
　さて，いままでBuckleyとCassonの「内部化」概念を検討してきたわけ
であるが，次に彼らの「内部化」理論において「企業」がどのようなものと
して把握されているかをみてみよう。それによってF内部化」理論において
多国籍化＝企業成長の動因がどこに求められているかが明らかになるからで
ある。
　1．企業の優位性
　周知のように，多国籍企業論はその生成当初から，多国籍企業になること
が可能な企業はなんらかの優位性を持つものであると考えるのが一般的であ
る（19）。この企業の優位性を「内部化」理論はどのように考えているのかをま
ずみてみよう。
　繰り返しになるが「内部化」理論においては企業は所有権の移転なしに中
間財を配分する機構（20）とされており，したがって多国籍企業の優位性は所有
権を移転することなしに世界的規模で資源配分の効率性を高める能力にあ
る（21），とされる。この一般的説明に加えて多国籍企業は国境をまたいで企業
活動，とりわけ生産活動（あるいは生産関連活動）を行う組織体なので投資
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受け入れ国の立地優位の利用が多国籍企業の優位性として考慮されなければ
ならない。つまり立地優位と内部化優位の組合せが多国籍企業の優位性の源
泉である，ということになる（22）。具体的には，企業は市場を「内部化」する
こと，即ち，ここでは多国籍化すること，によって取引費用を削減すると同
時に費用最小地点に立地することが可能となり，「内部化」＝＝多国籍化しな
いあるいはできない企業に対して相対的優位を確保することができるのであ
る。したがって論理的には内部化を行った企業は移転費用を削減し，さらに
受け入れ国の立地優位を利用できる分だけ，今までどおりに外部市場を使っ
ている企業よりも効率が良くなり相対的優位を享受することとなる。
　このように考えるととりあえずは企業が個別に持つ特殊な優位性を論理の
中に明示的に組み込む必要がなくなる。それだけではない。以下で述べるよ
うに，企業特殊的優位性を論理の中に組み込むことは「内部化」理論に様々
な問題を引き起こすこととなる。例えば，BuckleyとCassonは，所有特殊
的優位性＝企業特殊的優位性を明示的に論理の中に入れているDunning（23）
を次のように批判している。Dunningは内部化理論を過小評価し，内部化理
論だけでは多国籍企業の行動様式を十全に説明することはできないと考えて
いる。所有特殊的優位性にこだわるのはHymer－Kindleberger仮説を内部化
理論と統合し内部化理論を補強しようとするからである。ところが内部化理
論はもともとHymer－Kindleberger仮説の「呪縛からの解放」がメリットの
一つ（24）であるという。このことを筆者なりにもう少し説明を加えるならば，
Hymer－Kindleberger仮説は1960年代までの米国企業による対外直接投資行
動という歴史具体的な現象を説明するものであり，当時の弁解企業の寡占的
性格を強く意識したものである。それに対して，「内部化」理論においては寡
占企業が存在することと市場の競争状況が不完全であることとは必ずしも論
理的に結びつくものではない。というのも寡占体制下でも有効競争は有り得
るからである。またHymerKindleberger仮説では企業特殊的優位性の起源
が不明確であり，優位性の適切な評価（投下資本など）が行い得ない（25）。し
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たがって多国籍企業の理論としてはきわめて歴史具体的かつ不完全なもので
あるという解釈が成り立ちうる。
　つまり企業特殊的優位性はそれ自体では企業成長の動因を説明するもので
はなく，逆に企業成長の結果でありきわめて個別具体的な事柄でしかないと
考えられている。しかしながら「内部化」優位と立地優位の組合せだけでは
企業成長の動因を語る論拠として不十分であるということも明かである（26）。
そこでさらにBuckleyとCassonが企業組織および企業者をどのように捉え
ているかを検討してみよう。
　2．企業組織と企業者
　先述したように「内部化」とは，Reading学派の場合，企業の内部に「市
場」を創ることを意味するわけであるが，だからといって企業組織が全く市
場と同一の原理を持つものと考えられていたとは思われない。彼らの「内部
化」理論は生産拠点間の中間財取引の「内部化」を対象としており，した
がって多国籍企業内部の生産拠点間で行われるシャドウ・フ．ライスをもとに
した取引，典型的には振替価格の存在がまさに市場の証となっているだけ
で，そこでの「市場」とは必ずしも通常，考えられているような市場と全く
同じものである必要はない。彼らの言う「内部市場」とはシャドウ・プライ
スによる資源配分が行われる場を意味するが，そこでの価格づけはすでに述
べたように協議によるか命令によるかは問わない，したがって，価格づけに
関しては企業組織内部が分権的か集権的かは問われないことになる。それで
はReading学派の「内部化」理論が「市場」の概念に固執する理由は何であ
ろうか。まず第一に，完全市場では資源の最適配分が達成されるということ
は一応，「証明済み」であるため，「内部化」を内部「市場」の創出であると
考えると資源の最適配分の達成についての論証が不要となること，逆に言う
と階層組織と市場との相違を強調すると階層組織が市場よりも効率的であ
る，という論拠が必要となること，第二に，特定の組織構造を純粋理論の中
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から排除することによってフリーハンドを得ること，というのもどのような
組織が選択されるかは個別具体的な状況の中で決められるので一般化にはそ
ぐわないからである（27）。第三に，後述するが，「内部化」理論が現実に想定し
ている多国籍企業はその子会社が親会社のレプリカであるか，かなりの自律
性を持ったものであること，またそれと関連して企業内取引が形式的には通
常取引に近いものであること，と考えられる。このことは彼らが，「内部化」
することによって分権的なプロフィヅト・センターの意志決定者間でシャド
ウ・プライス，具体的にはトランスファー・プライス，にもとづいた取引が
行われると考えていたり（28》，また企業とは分権的社会主義経済に似た組織で
個々の子会社が少なくとも情報の面で親会社に対してあるいは子会社相互間
でかなりの自律性を持っていると考えている（29）ことからも窺える。つまり
Reading学派は分権的内部市場下であり，取引費用学派は集権的階層組織論
である，という分け方は厳密には正確ではなく，どちらかというと
Reading学派は企業組織内情報均等化論であり，取引費用学派は企業組織内
情報不均等化論である，という方が正しいように思われる。
　しかしこのように企業組織のイメージを分権的であるというだけで薄めて
しまうと，企業組織でもやはり企業成長＝多国籍化の動因を語ることができ
なくなる。そこで勢い，企業者の役割を前面に押し出して来ざるを得なくな
る。Cassonによれば，企業者とは情報と企業活動の接点に位置し，新たなビ
ジネス・チャンスの発見と実現，即ち，①利潤機会の発見，②その評価・判
断，③その利用の仕方の発見，を行う主体であるとされる（30）。この企業者の
存在によってようやく「内部化」理論は曲がりなりにも動態化の手がかりを
掴むことになるが，それと同時にいままで繰り返し述べてきた「内部化」理
論の特徴である「企業一般」論的性格がますます強められることになる。
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おわりに
　最後にBuckleyとCassonの「内部化」理論を，最初に提示した二つのポ
インFに対応させて整理することによってこのノートの結びとしよう。
　まず最初に企業組織について整理してみるならば，「内部化」理論では企
業組織についての分析は「純粋」論理のレベルでは行い得ず，したがって企
業内国際分業の本質に迫ることも困難である。というのも「内部化」理論は
独立生産拠点間の「内部市場」という漠然とした枠組みを採用しており，そ
れでは従来，ワンセットと思われてきた企業諸活動の相対的な自律化を把握
することは不可能であり，したがって企業組織も企業戦略も説明しにくい。
例えば近年の企業間国際提携をワンセットの企業組織を前提として説明する
ことはかなり困難なことだろう。これは先述したように，「内部化」理論が企
業の多国i籍活動を事実上，ある特定の企業組織をタイプとして抽象化された
ものであることを示唆しているといえる。例えば，彼らはT．　Levittや
Bartlettがマルティナショナル企業とよび，　Porterがマルティ・ドメス
ティヅク型企業と呼んだ全体としての調整度がきわめて低く自律的に行動す
る子会社の集合体としての多国i籍企業を念頭においていたように思われ
る（31）。しかしこのタイプの企業は企業一般のもっとも進化した姿ではなく80
年代の国際競争にうまく対応できない企業タイプであったことはすでに多く
の論者が語っているところである。多国籍化＝企業進化という単純図式はも
はや成り立たないのである。
　またたとえ企業者の役割を強調したところで，「成長する企業には優れた
企業者がいる」という当然のこというにすぎないか，Penroseの分析に酷似
するものへと傾斜せざるを得ない（32）。
　次に世界市場の特殊性についてであるが，この点に関しても「内部化」理
論は世界市場は単に市場一般の具体的な一例という程度の認識しか持ってい
ないように思われる。産業内貿易，即ち，中間財貿易が，とりわけ米系企業
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による企業内国際分業の拡大・深化を一方の推進力としつつ進展したこと，
およびそれと同時平行的に情報が中間財としてますます大きな比重を占め前
面に出てきたことが「内部化」理論の戦後世界経済認識の特徴である（33）。こ
の欧米企業の多国籍ネットワークの形成（34）を背景として「内部化」理論は
1970年代にある程度の「一般性」をもつにいたるのであるが，しかしそれも
分業一般の進展が地理的に広範囲に行なわれるという程度で，世界市場の特
殊性認識といえば，せいぜい国家の介入によって中間財の価値評価がむずか
しくなるというものである。そこにはのっぺらぼうな分業の広がりしか認め
られず，それではあまりにも戦後世界経済の特徴を単純化し過ぎであろう。
実際，1980年代の世界経済の特徴は単純な分業論では把握できないものであ
り，不均等発展を伴う国民経済間の関係性の変化を考慮にいれなければ片手
落ちとなろう（35）。
　このような状況の中で「内部化」理論もその志向性を変えつつある。例え
ば，Buckleyは議論を過度に抽象化することによって多様な現実を排除する
方向を選んでいるようである。具体的には，多国籍企業に関する様々な議論
を「整理」して「内部化」の公理，応用理論，実証分析，等にランクづけ，
企業組織，企業戦略，産業，国民経済，世界経済といった，企業の「一般的
姿」にとって「個別具体的」な諸要因を「純粋論理」の中から排除し議論を
過度に抽象化することによって多様な現実に直接に対応することを回避して
いる。「内部化」理論の本来的性格は企業成長論である，と強調することはこ
の志向性を端的に物語っている（36）。それに対して，Cassonは議論の限界を
是認する方向に向かっているようである。即ち，立地要因や企業間の信頼関
係の社会的原理など，「内部化」理論が対応不可能な現実が存在することを
認め，企業の「一般理論」を志向することを断念している（37）。その上で
BuckleyとCassonはその方法においてズレを見せ始めているとはいえ，企
業戦略（例えば企業間提携）（38）や企業組織をしだいに取り上げ始め，さらに
は文化的要因の導入という形で国民経済の再検討をも試み始めているのであ
る（39）。
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（4）この点はWilliamsonのいう「組織の失敗」の枠組みとほぼ同じである。ウィリアム
　ソン［42］，序章参照。
（5）詳しくはBuckley－Casson［8コ，　Casson［11］，［18コ口参照。また長谷川［25］が
　Casson［11コでの取引費用および内部化費用についての説明を整理している。
（6）このことはRugmanについても言える。即ち，　Rugmanは市場の不完全性を「自然
　的な」ものと「人為的な」ものとの二つに分けているが，前者は市場一般の不完全性，
　後者は世界市場に特有の国家主権の介入による市場の不完全性を意味しており，やは
　り市場一般の不完全性に追加する形で世界市場に特有の不完全性を語っている。
　Rugman［34コおよび［35コ
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　確に述べているが，この表現がReading学派と取引費用学派の違いを端的に言い表し
　ているといえよう。またHennart［26コは，この両学派の違いをReading学派二内部市
　場論，取引費用学派＝内部階層組織論，というように分けてはいるが，その根拠として
　企業組織を見る際に想定している取引関係の違いに着目している。
（8）Buckley－Casson［8コ，　Casson［11］，
（9）Buckley－Casson［11コ，　Buckley［2］，　Rugman［34コ
（10）一般的にはこのように理解されているようである。例えば，長谷川［25］
（11）　Casson　［11］
（12）　Buckley　［5］
（13）Buck】ey－Casson［8］，　Casson［1ユ］
（14）　Buckley　［6］
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（16）　lbid．
（17）　Casson　［18］
（18）　Casson　［19］
（19）例えば，Hymer［27］は企業が多国籍化する条件として「なんらかの優位性」を前提
　としているし，Vernon［40コも立地慣性にもとづいた優位性を想定している。
（20）Casson［11コ
（21）　lbid．，
（22）Buckley［6コ
（23）　Dunning　［22］
（24）BuckleyとCassonにしてみればDunningがHymer仮説を取引費用説的性格と寡占
　論的性格の二重性を持つものとして前者の側面を評価しておきながら（Dunning＆
　Rugman［23コ）未だにHymer－Kindleberger仮説の執着するのは無節操であると映って
　いるのかもしれない。Casson［19〕
（25）　Buckley　［4］
（26）例えば，中島［29］も，この点についてBuckley－Cassonは取引費用に全面的に依存
　し過ぎていると言っている。
（27）Buckleyは取引費用学派の「内部化」理論を文化的要因を導入する試みとして理解し
　ているが，これはBuckelyとCassonの「内部化」理論が企業組織のイメージを特定化
　しないことの端的な表明であると解釈される。Buckley［2コ
（28）　Buckley－Casson　［8］，　Casson　［11］，　Rugman　［34］
（29）Buckley－Cassonは多国籍企業は企業内部での知識の完全利用性という優位性をも持
　つと言っている。Buckley［5］，　Casson［11］
（30）　Casson　［15］，　［16］，
（31）Levitt［28］，　Bartlett〔1〕，　Porter［32］，また例えば，　Cassonは次のように述べて
　いる。「ほとんどの情報が世界的規模の市場向けであるが，現地の諸要因によって，そ
　れぞれの市場には一つずつの生産単位で市場参入する方が望ましくなっているので企
　業は多国籍化するようになる」，と。Casson［11］P．45。
（32）Reading学派の「内部化」理論にせよ取引費用学派の「内部化」理論にせよ，結局は
　優れた企業者に管理された経営単位を前提として議論を展開せざるをえないようであ
　る。
（33）　Casson　［11］，　［12］，　［17コ
（34）例えば，竹田［36］
（35）先進国市場の同質化（Vernon［41］，　Levitt［28］）および比較的自由な貿易体制
　　（Porter［32］）がもたらす競争条件の変化については「内部化」理論はかなり鈍感で
　あったといえる。したがってこの環境要因の状況に対応した組織形態のあり方に対し
　ても鈍感であったことは当然である。
（36）　Buckley　［6］
（37）　Casson　［21］
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（38）特殊事例分析であった企業間提携が（Buckley［3〕，　Gidy－Young［24］），一般事例分
　析（Buckley－Casson［10コ）へと移行しつつある。
（39）　Buckley　［6］．　Casson　［21］
一168一
